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１．概 要

世界最先端の研究データ・独自の研究データはオリジナルの計測
分析技術・機器から生じているが、先端計測分析技術・機器に
おいて、海外に依存している割合が強いとの指摘がある。

第二期科学技術基本計画において、「計測・分析・試験・評価方法
及びそれらに係る先端的機器の戦略的・体系的な整備を促進する」
ことが示されたことを踏まえ、平成１６年度から、独立行政法人 科学
技術振興機構（以下JST）において、『先端計測分析技術・機器開発

事業』を開始し、最先端の研究ニーズに応えるため、将来の創造的・
独創的な研究開発に資する先端計測分析技術・機器及びその周辺
システムの開発を推進している。
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２．経 緯

２

平成１４年 田中 耕一 氏（（株）島津製作所フェロー） ノーベル化学賞 受賞
（生体高分子の同定および構造解析のための手法の開発）

平成１５年 文部科学省 「先端計測分析技術・機器開発に関する検討会」設置

平成１６年 ＪＳＴ「先端計測分析技術・機器開発事業」開始
（当初は「要素技術プログラム」「機器開発プログラム」の２つで開始）

平成２０年 「プロトタイプ実証・実用化プログラム」を開始。
※ マッチングファンド形式

平成２１年 「ソフトウェア開発プログラム」を開始。



３

３．事業の仕組み

・要素技術プログラム
【一般領域】【応用領域】

・機器開発プログラム
【一般領域】【応用領域】【領域非特定型】

・ソフトウェア開発プログラム
<平成21年度新規発足>

・プロトタイプ実証・実用化プログラム

委託契約

開発課題の
公募・選定・評価

・ 評価委員会が課題を選考

（先端計測技術評価委員会）

・ 開発総括を中心とする開発推進体制を構築し、

事業並びに開発課題全体をマネジメント

開発推進･支援

要素技術プログラム
機器開発プログラム

ソフトウェア開発プログラム

チームリーダー
／サブリーダー

分担開発者

産と学・官の
密接な連携

プロトタイプ実証・実用化
プログラム

チームリーダー
／サブリーダー

分担開発者

産と学・官の
密接な連携

ユーザー

応用ユーザー

・「要素技術プログラム」は単独の機関による実施が可能。
・「機器開発プログラム」および「ソフトウェア開発プログラム」は産と学･官の機関が連携し、開発チーム

を編成。サブリーダーの設置が必須。（「調査研究」を除く）
・応用領域の課題について、応用現場のユーザーが参画。
・「プロトタイプ実証・実用化プログラム」は産と学･官の機関が連携し、開発チームを編成。サブリーダー

の設置が必須。チームリーダーは企業の方。世界トップレベルのユーザーも開発チームに参画。



要素技術プログラム

計測分析機器の性能を飛躍的に向上させることが期待される新規性のある独創的な要素技術の開発を行うことを
目的とする。（開発期間：最長３．５年間）

以下の（１）や（２）に関して、「一般領域」（主に研究現場での活用を想定）、または「応用領域」（主にものづくり現場での
活用を想定）について公募

（１） 以下の①から⑪を対象とし、かつ、計測分析機器の分解能、精度、感度、処理速度、長期安定性、耐環境性などの性能または
操作性を飛躍的に向上させるもの。

① 【試薬】 機能物質、生体物質、標識、触媒、溶媒、ガス ⑥ 【検出部】 検出器、カメラ、探針、電極、その他のセンサ
② 【線源】 光源、音源、電子銃、イオン銃、量子ビーム銃 ⑦ 【標準品】 標準物質、標準試料、標準試薬
③ 【光学系】 レンズ、分光器、反射鏡、スリット、走査コイル ⑧ 【ソフト】 シミュレーションソフト、データ解析ソフト等
④ 【試料部】 試料保持部、試料導入部、試料採取部、試料移送部 ⑨ 【キット】 測定分析用簡易キット、試料の１チップ化
⑤ 【分離部】 カラム、電場、磁場 ⑩ 【前処理】 試料調製、溶解、濃縮、化学反応

⑪ 【その他】 その他の要素

（２） 分析計測に関する新たな測定原理の構想を簡易試作し評価するものであり、かつ全く新しい知見が得られ、その波及効果が高い
もの。

機器開発プログラム

産と学・官の各機関が密接に連携して開発チームを編成し、チームリーダーの強力なリーダーシップのもと、要素技術
開発から応用開発、プロトタイプによる実証までを一貫して実施することにより、最先端の研究ニーズに応えられる
ような計測分析・機器及びその周辺システムの開発を行うことを目的とする。

【領域特定型】（平成２１年度）
① 【一般領域】進化工学・分子デザイン手法等による高機能性バイオセンサー・デバイスを備えた計測分析
② 【一般領域】【応用領域】物質・材料の３次元構造解析及び可視化計測
③ 【応用領域】経年使用材料の寿命推定を可能にする計測分析

【領域非特定型】
上記【領域特定型】の開発領域に含まれず、かつ、開発成果である計測分析機器がより大きな波及効果を生み出すと期待される開発
課題について【領域非特定型】として公募。

４

※ 両プログラムとも、平成21年度から開発実現の可能性に関する開発手法等の
調査研究（期間：１．５年間）を公募。



ソフトウェア開発プログラム
先端的な計測分析のプロトタイプ機の実用化ならびに普及を促進するため、アプリケーション、データベース、
プラットフォーム等のソフトウェア開発を行い、ユーザビリティが高く、信頼性の高い機器・システムに仕上げることを
目的とする。

現在開発中、もしくは開発した（開発後概ね３年以内）先端的な計測分析機器のプロトタイプ機に対して、実用化・
普及促進のために必要なアプリケーションの開発や、当該機器により得られるファクトデータのデータベース構築等
に関するソフトウェア開発課題を対象とする。なお、プロトタイプ機については、将来製品化を見込んでいることを
条件とする。

調査研究
先端的な計測分析機器関連ソフトウェアの標準プラットフォームを開発する構想の下、標準プラットフォームの

実現可能性調査や最適なプラットフォームの仕様設計を目的とした調査研究

５

プロトタイプ実証・実用化プログラム マッチングファンド形式マッチングファンド形式

産と学・官の各機関が密接に連携して開発チームを構成し、チームリーダーとなる企業の強力なコミットメントのもと、
世界トップレベルのユーザーである大学等との共同研究を通じて、プロトタイプ機の性能の実証、並びに高度化・最適
化、あるいは汎用化するための応用開発をマッチングファンド形式により行い、実用可能な段階（開発終了時に受注
生産が可能）まで仕上げることを目標とする。



４．特 徴

◎ 提案を広く公募し、分析機器開発や分析技術・手法開発を推進
◎ 開発を実施する上で、産と学・官が連携している開発チームを

編成。また、開発チームにはチームリーダーを置き、開発チーム
の開発全体に対する責任を持つ。
（※ 要素技術プログラムのみ開発者単独でも参加可能）

◎ 本事業全体の効率的・効果的な運営を図るため、開発総括
（プログラムオフィサー：ＰＯ）を中心とする推進体制を構築。
事業並びに開発課題全体のマネジメントを実施。

◎ 開発の実施に当たり、ＪＳＴとチームリーダーの所属機関が
委託開発契約を締結。

◎ 開発目標が達成された課題は、プログラムをステップアップして
（例：機器開発 → 実証・実用化）継続実施を推奨。
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５．ロードマップ
先端計測分析機器の事業化に向けたロードマップ
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（ＪＳＴ産学連携事業や他府省庁事業など）

市
場
へ

ソフトウェア開発プログラム
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各種基礎
研究事業

ほか

◎ 先端的な分析機器・計測機器開発において、要素技術の開発の段階から、受注
生産可能な段階までプログラム間をステップアップすることで切れ目無く継続して
開発が可能。

◎ 本事業の推進により、我が国発の先端的な計測・分析機器の実用化を目指す。
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６．課題の評価について

◎ 本事業においては、課題の選考（事前評価）、中間評価、事後評価等の開発課題に係る評価を
外部有識者から構成される『先端計測技術評価委員会』（委員長：志水 隆一 （財）国際高等研究所
上席研究員））によって実施している。

課題に対する評価

［採択時］ 事前評価（課題の選考）
書面審査、面接審査

［開発開始後、１年程度］ 中間評価
報告書の書面審査・面接審査

［開発終了後］ 事後評価
報告書の書面審査・面接審査／あるいは現地評価

◎ この他、開発終了後５年目以降に「追跡評価」を行う
（平成21年現在、追跡評価対象となった課題はなし）
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７．推進体制
開発の進捗に対して支援する開発総括（ＰＯ）と、事業化に関して支援する
事業化推進顧問（ＢＯ）が開発チームをサポート

開発総括（ＰＯ） （９名）

半導体材料、超高真空、電子分光三菱電機エンジニアリング（株）

取締役社長

尾形 仁士

表面・極微量分析、金属材料ＪＦＥテクノリサーチ（株） 顧問角山 浩三

ソフトウェア、バイオインフォマティクス（株）ジナリス バイオＩＴ事業本部

事業部長

吉井 淳治

分子モーター、カルシウム制御

電子顕微鏡

帝京大学医療技術科学部・理工学部
教授

東京大学 名誉教授

若林 健之

高分子科学、材料科学東京工業大学 教授奥居 徳昌

分析化学、機能分子化学福岡女子大学学長

九州大学 名誉教授

高木 誠

進化分子工学、分子生物物理学埼玉大学総合研究機構 特任教授伏見 譲

新規レーザー計測法の開発、分光学東京大学 名誉教授澤田 嗣郎

磁性物理、強磁場物性東北大学 名誉教授本河 光博

専門分野所 属氏 名
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事業化推進顧問（ビジネスオーガナイザー：ＢＯ）（７名）

本事業の成果である計測分析技術・機器を普及させるために、開発チームを
支援・アドバイスしている開発総括（ＰＯ）に加え、事業化の観点からアドバイスを
行う事業化推進顧問（ＢＯ）を設置。

（株）神戸製鋼所 顧問

（社）兵庫工業会 会長
山口 喜弘

アイチ・マイクロ・インテリジェント（株） 取締役毛利 佳年雄

日経ＢＰ社 医療局 主任編集委員宮田 満

（独）産業技術総合研究所 デジタルものづくり研究センター センター長松木 則夫

東京農工大学大学院ＭＯＴ 客員教授

元 旭化成（株） 専務取締役、研究開発本部長
瀬田 重敏

田中科学機器製作（株） 相談役下平 武

（株）日立ハイテクノロジーズ 技術顧問

（有）ＳＳソリューションズ 代表取締役
齋藤 尚武

所属・役職氏 名
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８．平成２０年度事業について
（１） 課題採択状況

２１１１４２０合計

０００００実証・実用化

１１４０００機器開発

１０７４２０要素技術

９８６８５７４７２９合計

１０－－－－実証・実用化

４４３６３０２６１８機器開発

４４３２２７２１１１要素技術

４１１５１２１８２９合計

１０－－－－実証・実用化

１２６４８１８機器開発

１９９８１０１１要素技術

１６９１３０１７５２８０５２２合計

２１－－－－実証・実用化

４７４４４８７１２３０機器開発

１０１８６１２７２０９２９２要素技術

５５億円４８億円４２億円４０億円３３億円

平成20年度平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度

予算規模

応
募
課
題
数

採
択
課
題
数

累
積
推
進
課
題
数

終
了
課
題
数

◎ プロトタイプ実証・実用化プログラムは平成20年度から開始。
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（２） 平成２１年度 公募状況

◎ 平成２１年度の公募のうち、プロトタイプ実証・実用化プログラムについては、
応募する企業の利便性等を考慮して、４月１日から開発が開始可能となるよう、
平成２０年度下期から公募を開始（平成２０年９月２６日（金）～１１月２５日（火））。

◎ 平成２１年度から、新たに「ソフトウェア開発プログラム」を創設し、要素技術
プログラム、機器開発プログラムと併せて公募した（平成２１年２月２６日（木）～
４月９日（木））。

◎ この結果、平成２０年度のほぼ倍となる２８４件（要素技術１４２件、機器開発
１０７件、ソフトウェア３４件）の応募を得た。現在選考中であり、１０月１日から開発
を開始予定。

１０１
（６８．２％増）

２４９
（１４８）

合 計

６０
（１２７．６％増）

１０７
（４７）

機器開発プログラム

４１
（４０．５％増）

１４２
（１０１）

要素技術プログラム

増 減
（対２０年度比）

２１年度応募件数*

（ ）内は２０年度応募件数

* 調査研究を含む。

表：応募件数 平成２０年度との比較
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（３） 主な開発成果について

平成16年度に機器開発を開始したチームのうち、４つのチームがプロトタイプ実証・実用化プログラムへステップアップ。

実用化へ着実な足取りで進んでいる。顕著な成果については下記の通り（ＪＳＴのホームページ上で公開）。

１３
（平成（平成2121年年66月月2020日日 第第88回産学官連携推進会議にて日本学術会議会長賞を受賞）回産学官連携推進会議にて日本学術会議会長賞を受賞）
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（４） 成果普及活動について
平成２０年度は国内で２つの展示会に出展。また、はじめて海外の展示会に出展。

１５

① ２００８分析展

開催期間： 平成２０年９月３日（木） ～ ５日（金）
会 場： 幕張メッセ国際展示場 ５～８ホール
主 催： 社団法人 日本分析機器工業会
来場者数： ２３．２１１名
概 要： 我が国における最大の分析機器・計測機器の展示会。展示会の他、各種のシンポジウム、成果

発表会が同時に開催されている。
先端計測分析技術・機器開発事業では１０小間（１０の開発チーム）の成果物（開発した試作機
およびその一部、説明用パネル）を展示した他、成果報告会を実施した。
なお、本事業の展示は、２００８分析展の報告書において、特筆すべき出展社として記載された。

展示ブース 成果発表会



② 全日本科学機器展 in 東京２００８（全科展）

開催期間： 平成２０年１１月２６日（水） ～ ２８日（金）
会 場： 東京ビッグサイト
主 催： 日本科学機器団体連合会、フジサンケイビジネスアイ
来場者数： ２９．３７４名
概 要： 分析機器・計測機器に加え、広く実験室等で利用する機器（消耗品等を含む）の展示会。東京と大阪

で１年交代に開催されている（２００９年は大阪で開催予定）。本事業では４つの開発チームの成果物
を出展した。
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③ ピッツバーグ分析化学・応用分光学会議（Pittcon2009）

開催期間： 平成２１年３月９日（月） ～ １２日（木）
会 場： 米国イリノイ州シカゴ マコーミック・プレイス
主 催： Pittcon Committee
来場者数： １９，０１８名
概 要： 分析機器・計測機器に関する世界最大の展示会。② 全科展 と同様に、研究室で利用する消耗品

等（手袋、試験管等）も併せて展示している。展示ブースの数は２，０００を超えている（2009年度に

ついては２，２４９小間）。米国の企業だけでなく、日本企業の米国法人（島津、日本電子等）も出展
している。また、① 分析展と同様に併設シンポジウムが開催されている。運営母体が、学協会である
ため（ピッツバーグ分光学会、ピッツバーグ分析化学者学会）、学会のようなポスターセッションも
用意されている。
本事業は平成２０年度にはじめて１ブース出展し、４つの開発チームの成果をパネル、試作品模型等
で紹介した。

１７

◎ なお、本年度（Pittcon2010）において、本事業も成果発表会を実施するべく、会期中にPittcon Committee と
交渉を行っている。



１８

（５） 事業の評価
JSTでは毎年度事業の自己評価を実施している。実施方法については下記の通り。

本事業では、次ページの通り、平成２０年度は「Ａ評価」となった。



１９

参考： 平成１６年度からの事業評価結果

平成２０年度 自己評価報告書（先端計測分析技術・機器開発事業）

第１期中期計画時の評価結果



中間評価

（29課題予定）

事後評価

（21課題）

平成２１年度

1121110987654 2 3

公募・選考

開発課題の実施
状況の把握

公募（2/26～4/9）

報告書の提出

開発総括レビュー

事前査読・ヒアリング

サイトビジットなど実施状況の把握
公開シンポジウムの開催

面接・最終選考
選考キックオフ(5/7)

（「ソフト」のみ）

◆ ◆

2009分析展◆
（9/2-4)

中間評価報告書作成

報告書の提出

開発総括レビュー

事前査読・ヒアリング(6/16,17)
現地調査

事後評価報告書作成

◆Bio Japan2009
（10/7-9)

H22採択課題公募
（「要素」「機器」「ソフト」）

Pittcon2010 ◆
（2/28-3/5)

H22採択課題公募
「実証・実用化」

◆事業シンポジウム(12/8)

開発推進連絡会議 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

◆ ◆
面接・最終選考
（1/**～**）

書類選考(12/*)

◆

書類選考

（４） 平成２１年度 スケジュール

２０


